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０．はじめに                     

 

このマニュアルは、各建築協定地区での建築協定運営に役立てていただくことを目的に作成し

ています。建築協定の運営と一口に言いましても、実際に運営委員会が担っている役割は多岐に

わたります。各地区でも、運営にあたって様々な工夫をされているかと思います。そのような各

地区での工夫を初めとした、建築協定運営にあたって気を付けていただきたいことなどをまとめ

ています。 

 ここで紹介していることは、建築協定運営についての一般的な内容がほとんどです。しかしな

がら、各地区で建築協定書が異なるように、地区にふさわしい運営のスタイルもそれぞれにある

かと思います。新たに運営委員になられた方や運営委員会の仕事を御存じでない方への建築協定

運営の紹介など、各地区で様々な用途にこのマニュアルを御活用ください。 

建築協定は、「建築制限」の側面がクローズアップされがちですが、地域住民の自らの手で運

営される「まちづくり活動」である点に、最も特徴があります。日々の運営には、さまざまな困

難や御苦労があるかと思いますが、このマニュアルが皆様の建築協定運営にあたっての一助とな

りますように祈っております。 
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１．建築協定について                 

  

 建築物を建てる場合、建築基準法や都市計画法により、様々な基準が定められています。しか

し、それらの多くは、最低限のルールを全国一律に定めたものであり、地域の特性に応じた住み

よい環境づくりを実現するためには、必ずしも十分とは言えません。 

 「建築協定」は、建築基準法で定められた基準に、住民の取決めによる地域に合った細やか

な建築ルールを上乗せして、地域の特性を生かしたまちづくりの実現に役立つ制度です。京都

市では、地区の皆さんが定めた建築物に関するルールを京都市長が認可することで成立します。 

 

 建築協定には、「土地の区域」、「建築物に関する基準」、「違反があった場合の措置」、「有

効期間」、その他運営に関わる必要事項等が定められています。地区によって建築協定の内容は

異なりますが、どの地区においても協定書を基にしてルールが守られ、建築協定が運営されると

いう事に変わりはありません。 

 

 建築協定書は、地域のみなさんが考える「こういうまちに住みたい」という、「まちづくりへ

の思い」を形にしたものです。是非、建築協定書を改めて読み直していただき、各地区の建築物

に関するルールへの理解とともに、「まちづくりへの思い」を地域のみなさんで共有していただ

ければと思います。 

 

   各地区の建築協定書は、京都市建築指導課（電話 ０７５－２２２－３６２０）の

窓口において誰でも閲覧することができます。 

   また、京都市建築指導課のホームページでは、建築協定書の概要版を公開しています。 

 

   ・京都市建築指導課ホームページ（京都市内の建築協定） 

    https://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000021235.html 
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２．建築協定運営委員会について              

(１) 運営委員会の役割 

 

円滑な建築協定の運営には、 

運営委員同士の連携が欠かせません。 

  

 

 建築協定運営委員会は、建築協定の運営を円滑に行うことで、住民が目指す良好な住環境を守

る組織です。各協定地区においては運営委員会を組織し、会合を定期的に開催するなど日頃から

委員会の連携を強め、実効性のある委員会組織にしましょう。 

 

 

 協定を締結した後にも、協定区域内には新たな建築計画や協定加入など多様な事柄

が発生します。運営委員会を中心に建築協定の運営を行い、トラブルを未然に防ぐと

とともに、もし、トラブルが発生した場合は、組織としての迅速な対応が必要です。 

 

 

 

(2) 運営委員の選出 

 

総会での選出や輪番制など、地域にあった方法で 

運営委員を選出しましょう。 

 

 

運営委員会の委員は、協定区域内の土地の所有者等から、互選により選出します。委員の選出

方法には、総会による選出や輪番制による選出など、地区によって色々な方法が取られているよ

うです。建築協定書で定められている人数を守るだけではなく、建築協定を長期にわたり運営し

ていくために、引継ぎや円滑な運営体制が損なわれないような選出方法を心がけ、地区にあった

方法を取りましょう。 

 

運営委員の定数については、建築協定書で規定されていますが、地区内の情勢を遅滞なくつか

むという理由等で、自治会の役員と建築協定運営委員会の委員の兼任を取り決めている地区もあ

ります。 
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役員の引継ぎをしっかりと行うことが大切です。 

 

 

運営委員には、委員長、副委員長、会計の役員をおくのが一般的ですが、実質的な運営を担う

委員長等の役員を変更する際には、引継ぎを十分行うことが円滑な協定の運営に不可欠です。一

度に役員を入れ替えてしまうと、今まで積み上げてきた運営のノウハウが途絶えてしまう可能性

があります。そうすると、円滑な協定の運営に支障が出るだけではなく、新役員の負担が必要以

上に増加することにもなります。 

 

 

 

 

 

 

 

建築協定は、地域のみなさんで決めた取決め

ですが、運営にあたっては建築基準法などの知

識も必要となります。業務やノウハウの引継ぎ

だけではなく、知識の引継ぎとして運営委員初

任者には研修を行うなども有効です。 

 

 

運営委員会について定める建築協定の例 

                                                           
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（役員） 

第○条 委員会に、委員長、副委員長○人及び会計○人を置く。 

２ 委員長、副委員長、会計は、委員の互選とする。 

３ 委員長は、委員会を代表し、この協定の運営のための会務を総括する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、あらかじ

め委員長が指名する副委員長がその事務を代理する。 

５ 会計は、委員会の経理に関する事務を処理する。 

６ 委員長は、新たに役員を選出したとき又は役員を変更したときは、役員全員の氏名及び住所を

京都市長に報告するものとする。 

選び方の工夫 

 

役員を、半数ごとの交代にする。 

役員経験者を、必ず委員に入れる。 

 

輪番やくじなどで役員の選出をする場合に

は、運営委員を半数ごとの交代にするなどし、

運営に関する情報や知識が十分に新役員に引

き継がれるような、継続性のある運営方法を

心がけましょう。 

役員 

委員長 
副委員長 
会計 

運営委員会 

委員 
委員 

委員 
   … 
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(３) 運営体制の報告 

 

  

「調査票」の提出をお願いします。 

 

 

 毎年、年度初めに建築協定を担当する京都市建築指導課より、運営体制について伺う「調査

票」を各協定地区に発送しております。必ず、返信してください。 

 

「調査票」は、各地区の運営委員会への連絡先として、使用します。 

 

京都市建築指導課に各協定地区内での建築計画などの相談があった場合に、各地

区の連絡先となられた方の電話番号を事業者等に伝えています。 

また、京都市建築指導課から京都市建築協定連絡協議会※（事務局連絡先 電話 

０７５－３５４－５２２４）へ連絡先を提供しており、京都市建築協定連絡協議会事

務局から、広報紙などの各種お知らせを、各地区の運営委員会の連絡先となられた方

（運営委員長等）宛に、送付しています。 

 

※京都市建築協定連絡協議会については【８．京都市建築協定連絡協議会の活用：

Ｐ２６】を御参照ください。 

連絡先となられる方には、御理解と御協力をお願いいたします。 

 

 

返信が無い場合は、前年度の運営委員会の連絡先を継続して使用させていただきますが、協

定地区内での建築計画への迅速な対応や、広報紙などの協定地区の運営に関わる情報の発送な

どに支障をきたす恐れがあります。 

 また、「調査票」の返信後、何らかの理由で役員の変更があった場合も、京都市建築指導課

（電話 ０７５－２２２－３６２０）に御連絡をお願いします。 

 (４) 運営細則の作成 

 

運営には、細かいルールづくりが必要です。 

 

 

建築協定書に定められた運営に関する事項は、最低限のものです。実際の運営にあたっては、

細かいルールづくりが必要となります。運営に関する決まりごとを地区のみなさんで検討し、
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書面に示しておくことで、より円滑な建築協定の運営が可能となります。 

委員会の組織・議事などその運営に関して必要な事項は、委員会が別に定めることとして運

営細則の作成を示している地区もあります。 

 

運営細則では、建築協定の運営や事務事項について定めます。運営細則は、運営委員のみな

さんの運営の指針となるだけではなく、ルールを明文化することで運営委員会の活動の透明性

が図られます。 

 

 

運営細則は、建築協定書に規定された委任条項に基づいて定められるものであり、

建築協定を実質的に変更するような規定は定められないことに注意が必要です。 

 

 

運営細則の項目例  

 

 

 

 

 

 

 

 

 地区ごとに、ふさわしい運営の 

ルールを、考えてみてください。 

 

 

(５) 建築協定の解釈基準の作成 

 

 

ルールの文書化で、誰にでも分かりやすいルールづくりを。 

 

  

建築協定書に定められた内容をどのように解釈し、その解釈を維持継続させていくのかは、

非常に難しい課題です。「うちだけ厳しく言われているのでは…。」「前の工事の時は、そん

なこと言われなかったのに…。」などのトラブルを未然に防ぐためにも、地区のみなさんの合

意の上で建築協定の解釈について基準を設けることをおすすめしています。 

 

・運営委員会 （協定の運営に関すること、招集等） 

・委員会の活動 

・議決のルール 

・総会、臨時総会 （召集、年間開催日数等） 

・委員会の議事録の作成と保管 

・運営経費について 

・建築計画の事前届出 

・土地所有者等の変更届出 

・委任  (委員会の事務執行、会計等) 
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 建築協定の運営には、公平性や一貫性が求められます。建築協定の内容について「解釈基準」

を設けることは、個人の勝手な判断を排除しますので、客観的な視点を持つことができます。

さらに、「解釈基準」を明文化しておくことで、運営の透明性が図られ、運営委員会組織への

信頼にもつながります。協定書で具体的に定めていない事項がある場合にも、必要に応じてル

ールづくりをし、明文化しておくと良いでしょう。 

 

 

建築協定の解釈について基準を設ける際には、建築協定の趣旨を逸脱しない範囲か

つ、建築基準法の範囲内での解釈が求められます。地区のみなさんの合意のもとに基

準を決定しましょう。 

 

 

建築基準法の改正や京都市の建築基準法の取り扱いが変更になった場合には、従来の取り扱

いのままにするか、新基準で取り扱うか、運営委員会で検討し決定する必要があります。専門

的な内容については、建築協定を担当する京都市建築指導課（電話 ０７５－２２２－３６２

０）にも御相談ください。 
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3．建築協定運営委員会の日常運営           

(１) 地区での運営委員会の開催                             

 

みなさんで集まって話し合うことが、大切です。 

 

 多くの運営委員の方々が、仕事を持ち多忙な中、日程を調整して運営委員会に参加されてい

ることと思います。運営委員会での議論無しでは、協定地区の運営は円滑に進みません。地区

での運営委員会を、定期的又は必要に応じて開催し、情報の共有を図りましょう。 

 地区での建築計画だけではなく、土地の売買の状況などの動向を運営委員の皆さんで共有し、

速やかに問題等に対処する体制を築くことで、地区の建築協定への信頼性も高まります。 

 

 各地区でも総会を開催しましょう。総会では、運営委員会の一年間の活動報告、運営経費の

収支報告、次期運営委員の決定等を行います。 

 

 

(２) 地区内での情報共有 

 

地区のみなさんへの文書の配布をお願いします。 

 

  

 京都市建築指導課や京都市建築協定連絡協議会から各地区の連絡先となられた方（運営委員

長等）に宛てて、様々なお知らせを送付します。運営委員会だけで、情報を消化してしまうの

ではなく、情報を各住民に配布し、情報の共有化を図ってください。 

 もし、地区のみなさんから意見や要望が出た場合には、地区の代表として京都市建築指導課

（電話 ０７５－２２２－３６２０）や京都市建築協定連絡協議会（事務局連絡先 電話  

０７５ー３５４－５２２４）に伝えてください。 

 

(３) 建築計画の承認 

 建築協定区域内で新たな建築計画が起こると、運営委員会は、計画が協定書に適合するもの

かどうか検討を行います。適合の場合には計画の承認を行い、反対に不適合の場合には、計画

の是正を求めます。 

 

 詳しい計画承認の流れや内容については、 

【4．協定区域内で建築計画が起こったら：Ｐ１３】を御参照下さい。 
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(４) 経理 

  

透明性のある経理運営を心がけましょう。 

 

 

 建築協定の運営には様々な経費がかかります。運営費は、収入支出ともに地区ごとに異なる

事項なので、その地区が、もっとも活動しやすいように運営細則で定め、地区のみなさんが納

得できるような透明性の高い経理運営を心がけましょう。 

 

 各地区の運営委員会での仕事には、次のようなものがあります。 

 

 

● 会計事務 

 皆さんからの会費は、通帳・出納簿で管理し、支出した場合には必ず領収書をとり保管し

ます。 

● 会費の徴収 

 運営委員会で経費を必要とする場合は、協定区域の土地所有者等から公平に会費を徴収し

ます。 

● 予算決算・監査 

 協定の運営には、一般的に会議費・印刷費・事務費・通信費・交通費など、地区ごとに費

用が必要となりますが、運営経費は、収入支出ともに各地区によって異なります。 

 予算決算は、事前に運営委員会で監査を行い、地区の土地所有者等にあたる方の全員が参

加できる総会等で承認を得ましょう。 

 

 

【支出例】 

・建築協定地区住民への普及啓発活動（ニュース発行など） 

・更新にともなう活動（アンケート調査など） 

・通常運営活動（通信費、印刷費、交通費など） 

※支出の残りは、裁判等に備えた積立金として特別会計としている地区もあるようです。 
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(５) 建築協定区域内における相談・調整                                                 

 運営委員は建築協定についての皆さんからの連絡・調整を行う窓口となります。協定の運営

上疑問が生じた場合には、運営委員会で対応を協議する必要があります。   

また、建築協定を担当している京都市建築指導課でも御要望に応じて御相談を伺っております。 

 

 

協定地区内における、土地所有者の把握に努めましょう。 

 

 

 協定区域の土地を売買し、所有者が替わる場合に、売主は、あらかじめ、その旨を運営委員

会に届け出なければいけません。土地所有者等を把握しておくと、問題に迅速に対応でき、協

定の更新においてもスムーズに行うことができます。 

 しかし、届け出の徹底が難しい地区が多いようです。普段からの、届け出の周知や啓発が欠

かせません。 

 

 届け出の有無にかかわらず、土地所有者等の変更が判明した場合には、運営委員会から新た

に土地の所有者となられた方に対して、建築協定の内容について説明するなど、建築協定への

理解を深めてもらえるよう配慮しましょう。 

 

 

 届け出の様式には【様式集（３）土地所有者等変更届の例】を御活用ください。 

 また、建築協定区域隣接地において土地所有者等が変わる場合は、新たに協定に加

入してもらうチャンスにもなります。そのため、建築協定区域隣接地の土地売買の動

向の把握にも努めましょう。 
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(６) 啓発活動 

 建築協定を締結した直後は、多くの人がその内容や重要性を認識しています。 

しかし、時が経つに伴い、土地の所有者が入れ替わるなどもあり、建築協定への意識がだんだ

んと気薄になってしまうこともしばしばです。 

 そこで、地区で広報紙を発行するなど、定期的な啓発活動を行うことが大切です。 

 【関連情報：5．（１）トラブルを防ぐ（違反防止のための活動）Ｐ１６】 

 

 

活動の「見える化」を図りましょう。 

 

 

 地区のみなさんに、「建築協定地区である」と再認識してもらえるだけでも、効果はありま

す。京都市建築協定連絡協議会の広報紙を配布したり、建築協定地区であることを示す表示プ

レートや表示看板を設置したりして、普段から建築協定の活動が目に触れるようにしておくこ

とも、啓発活動となります。それぞれの地区で工夫して、建築協定の活動の「見える化」を図

りましょう。【関連情報：8．(２)建築協定地区表示看板設置等に係る補助金の交付：Ｐ２７】 

 また、京都市建築協定連絡協議会の広報紙は、協定区域内だけでなく建築協定区域隣接地の

みなさんにも配布することで、地区全体への建築協定制度の啓発ができます。是非、御活用く

ださい。 

Q．土地所有者等の変更の手続きについて土地所有者等の変更を、運営委員会が把握できな

い場合は、どうすればよいか？  

 

A． 土 地 の所 有 者 等 の変 更 があっても、建 築 基 準 法 により新 しい所 有 者 等 にも協 定

の効 力 は及 びますので、京 都 市 に対 して手 続 きをとる必 要 はありません。しかし、建 築

協 定 の運 営 にあたっては、土 地 所 有 者 等 を把 握 しておくことは大 切 です。相 続 や売 買

等 で土 地 所 有 者 等 が変 わる場 合 には、土 地 所 有 者 等 変 更 届 を運 営 委 員 会 に届 け

出 るように、あらかじめ、運 営 委 員 会 規 則 等 に決 め、日 頃 から周 知 しておくとよいでし

ょう。  

 

 

Q．土地が譲渡された場合、新しい所有者には建築協定の適用はあるのでしょうか？ 

 

A． 新 しく建 築 協 定 区 域 内 の土 地 （ 合 意 地 ） を購 入 された方 にも、建 築 協 定 の効 力

は及 びますが、新 しく土 地 の所 有 者 となった方 が、建 築 協 定 について理 解 が十 分 でな

い場 合 もありますので、改 めて、協 定 制 度 や協 定 事 項 について説 明 するなどの対 応 が

必 要 です。そのためにも、土 地 所 有 者 等 の変 更 届 の提 出 を取 り決 めておくことが有 効

です。  
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(７) 建築協定関係書類の保管 

 建築協定運営には、締結・更新などのほかにも日常の運営からも多くの書類が作成されます。

中には、登記簿など大変重要な個人情報などもありますので、運営委員の中でしっかりと整

理・管理される必要があります。 

 また、過去の会計や広報紙などの蓄積も、新たな役員に引き継がれることで今後の協定運営

のよいヒントとなるでしょう。 

 

 

文書管理が、確実な運営のカギです。 

 

  

 協定区域内での総会や、運営委員会の開催等の必要に応じて連絡文書等を作成し、協定地区

の住民の周知を図ります。連絡協議などの調整は口頭だけで行うのではなく、その都度、文章

を作成しておきましょう。疑問やトラブルが生じた場合には文書を残しておくことで、問題解

決への手掛かりとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q．運営委員になったばかりで何をして良いのか分かりません。 

 

A． いざ、運 営 委 員 になってみると、何 をしたら良 いのか分 からず不 安 を抱 えられる方

も多 いと思 います。まずは、ご自 分 の地 区 の建 築 協 定 書 を読 んでみましょう。建 築 協

定 書 には、「 土 地 の区 域 」 、「 建 築 物 に関 する基 準 」 ， 「 違 反 があった場 合 の措 置 」 、

「 有 効 期 間」 、その他 運 営 に関 わる必 要 事 項 等 が定 められています。協 定 書 を読 み

解 くことで、建 築 物 のルールをはじめ、建 築 協 定 制 度 についても再 認 識 できる良 い機

会 となります。運 営 委 員 会 の主 な活 動 には、建 築 計 画 の審 査 や啓 発 活 動 などがあげ

られます。建 築 協 定 の運 営 にあたっては、運 営 委 員 会 を定 期 的 に開 催 して、協 定 事

項 の解 釈 や、図 面 の見 方 や、日 頃 の啓 発 活 動 などを話 し合 って進 めましょう。また、

前 任 の運 営 委 員 さんに、アドバイスを求 めることも有 効 だと思 います。なお、京 都 市 建

築 協 定 連 絡 協 議 会 ホームページでは、建 築 協 定 制 度 の理 解 や建 築 協 定 の運 営 に

役 立 つ各 種 パンフレットやマニュアルをダウンロードできますので御 活 用 ください。 

（https://kyotokeikan.org/kenchikukyoutei_HP/manual） 

 

 

Q．運営委員の高齢化が進み、協定運営を担う人が少なくなっています。 

 

A． 建 築 協 定 の立 ち上 げから運 営 に携 わってこられた運 営 委 員 の方 々の高 齢 化 が進

む一 方 、次 世 代 委 員 への引 継 ぎが難 しいとった悩 みをお聞 きします。対 応 策 として、

役 員 を交 代 で務 めるなど、新 しい人 が運 営 に携 わるように運 営 方 法 を見 直 すほか、

日 頃 から、地 域 で建 築 協 定 について啓 発 活 動 を行 うことが大 切 だと思 います。京 都

市 建 築 協 定 連 絡 協 議 会 でも年 に数 回 、勉 強 会 や研 修 会 を開 いています。そういった

イベント等 に積 極 的 に地 域 の方 々と参 加 することで、建 築 協 定 への理 解 がより一 層

深 まると思 います。 
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4．協定区域内で建築計画が起こったら              

 

 

着工するまでの協議が、重要です。 

 

 

建築計画が起こると、運営委員会は申請者（建築主等）から必要書類の提出を受けて、建築計

画が建築協定の内容に適合しているかどうか検討しなければなりません。工事が着工するまでに

建築主と十分な協議を行い、計画が協定内容に適合していれば、書面により承認を通知します。

もし、計画が協定内容に適合していなければ、協定の内容を申請者に説明し、是正を求めます。 

着工すると、大幅な計画変更は難しくなります。建築確認申請が必要な工事の場合は、建築確

認申請の前までに協議を行いましょう。 

 

ちょっとした工事であっても、事前に運営委員会に相談してもらえるように、普段から地区の

みなさんへの啓発活動が欠かせません。建築協定書に、着工前の承認を受けなければならないと

定める地区もあります。 

 

 (1) 建築計画の承認の流れ 

 

建築協定承認申請書の提出（建築計画の事前届出） 

↓ 

運営委員会での協議（建築計画の内容確認） 

↓ 

建築計画の承認 

↓ 

（建築確認申請、建築確認済証の交付） 

※ 建築確認申請が不要な工事も多くあります。 

↓ 

工事着工 

 

 

 建築確認では、建築協定の内容は審査されません。建築計画が建築協定に適合しているかどう

かを確認するのは、運営委員会です。運営委員会を開催するなどして、委員同士で十分に協議し

て適合状況を確認してください。 
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 (２) 届出内容の確認手順 

 建築計画が建築協定にあっているかどうかを確認するために、建築計画の事前届け出をしてい

ただきます。 

 

 

まずは、「承認申請書」をチェックしましょう。 

建築協定の制限内容に、適合していますか？ 

 

 

 建築協定承認申請書には、建築協定の制限内容への適合状況について、数値等で概要が記載さ

れています。 

提出された書類を審査する際には、最初から図面のチェックにとりかかるのではなく、建築協

定書と承認申請書の内容を見比べ、承認申請書に書かれた内容が建築協定の内容に適合している

かを、まず確認すると良いでしょう。その際には、建築協定に制限のある項目が、すべて漏れな

く記載されているかについても、確認しましょう。 

 承認申請書は、建築協定への適合状況についてのチェックリストの役割も持っています。一般

様式もありますが、効率よく正確なチェックができるように、各地区で工夫して独自の様式を作

成している地区もあります。 

 

●建築確認申請が必要な工事計画の場合には… 

 

次に、建築計画概要書と「承認申請書」を見比べて、 

記載内容の整合性についてチェックしましょう。 

 

  

建築計画概要書は、建築確認申請に添付される書類のひとつで、名前のとおり建築計画の概要

が数値等により記載されており、閲覧及び複写（有料）がすることができます。建築計画概要書

では、用途、構造方法、敷地や建築物の面積、建築物の最高高さや軒の高さ等について確認でき

ます。 

建築計画概要書は、承認申請書と性質が似ているため、記載内容の整合性について確認するの

に適しています。 

【関連情報：様式集（４）建築計画概要書】 

 

建築確認申請が必要ない工事計画の場合には、 

建築計画概要書は提出されませんので御注意ください。 

 

ここでようやく、図面のチェックにかかりましょう。建築協定承認申請書と各図面を見比べ、
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京都市建築協定連絡協議会 

それぞれの記載内容の整合性についてチェックします。 

 

 

申請者とのコミュニケーションを図りましょう。 

 

 

確認申請用の図面には、建築協定に関わりのない情報がたくさん記載されています。必要があ

れば、申請者に承認申請書の内容が図面中のどこに記載されているかを確認すると良いでしょう。 

申請者とのコミュニケーションは、建築協定への理解を深めてもらうきっかけにもなります。 

 

すべてチェックを行いましたか？ 

 

計画が建築協定に適合していることが確認されましたら、建築協定承認申請書に承認の意思を

示し、申請者に書面で通知しましょう。 

 

 

  様式集（２）に建築協定承認申請書の一般様式及び記入例を掲載しています。 

  また、ホームページからもダウンロードできます。 

  

・京都市建築協定連絡協議会ホームページ 

 （https://kyotokeikan.org/kenchikukyoutei_HP/manual） 

 

 

 

 ・京都市都市計画局建築指導部建築指導課ホームページ 

 （https://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000028578.html） 

 

  建築計画概要書は建築確認済証交付後に、閲覧及び複写（有料）することができます。 

これによって、建築確認を受けた内容と承認申請の内容が異なったものになっていないか、 

チェックすることもできます。 

  建築計画概要書の閲覧及び複写については、京都市建築審査課（電話 075-222- 

3616）にお問い合わせください。 
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5．建築協定区域でのトラブル             

(１) トラブルを防ぐ（違反防止のための活動）                                                                  

 

建築協定違反の多くは、認識不足によるものです。 

 

 

一般的に、「違反」というと悪質なイメージが伴います。しかし、建築協定違反の多くは、

悪質なものではありません。そのほとんどが、建築協定の存在を把握していない場合や、建築

協定の制限内容や手続きの方法を十分に把握していない場合です。 

運営委員会では、日常的に建築協定の啓発に取り組み、このようなトラブルがおこらないよ

うに努めましょう。 

【関連情報：3.(６)啓発活動 Ｐ１１】 

 

●違反防止活動例 

・ 建築協定地区を表示した看板を設置する。 

・ 「建築協定だより」など、京都市建築協定連絡協議会が発行する広報紙を配布する。 

・ 地元で独自の広報紙や委員会の報告を発行して配布する。 

・ 建築協定書を印刷し、各家庭に配布する。 

・ 建築計画の内容をチェックする事前の届出制度を定め、制度のＰＲを行う。 

・ 運営委員初任者は、積極的に京都市建築協定連絡協議会主催の勉強会や研修会に出席する。 

 

 実際にトラブルが起こると、運営委員会でも多くの時間と労力を割くことになります。日常

の運営のちょっとした工夫で、トラブルを防ぐことができますので、運営委員会で相談して地

域にふさわしい啓発活動を行ってください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q．建築計画の事前協議等の届出が提出されません。  

 

A． 建 築 協 定 地 区 内 （ 合 意 地 ） 内 で、新 築 ・ 増 築 等 をする場 合 には、着 工 前 に、運

営 委 員 会 に建 築 計 画 を届 け出 て、事 前 審 査 を受 ける必 要 があります。その他 、建 築

協 定 をより有 効 に運 営 するために、土 地 所 有 者 等 が変 わった場 合 などに、届 出 を求

めています。協 定 の有 効 期 間 中 には、世 代 交 代 や不 動 産 売 買 等 で土 地 所 有 者 等 が

変 わったり、時 の経 過 とともに協 定 に対 する認 識 が薄 れ、事 前 審 査 等 の届 出 が提 出

されないといった悩 みを抱 える運 営 委 員 会 も少 なくありません。解 決 策 としては、運 営

委 員 会 から、繰 り返 し届 出 を求 めたり、日 頃 から建 築 協 定 制 度 について啓 発 を行 うな

ど地 道 な活 動 を行 い、住 民 の自 覚 を促 すことが大 切 だと思 います。  
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(2) トラブルを防ぐ（協定書の解釈） 

  

建築協定の内容について、解釈をまとめておきましょう。 

 

 

日常の建築協定の運営のなかで、建築計画の事前承認申請の届出の際にもトラブルとなるこ

とがあります。このトラブルの多くは、建築協定の内容への認識が地区内で共有されていない

ことで引き起こされます。建築計画の事前の届出があった際など、日頃から、建築協定の内容

について運営委員会でよく話し合い、意見をまとめておくようにしましょう。もし、建築協定

の内容の解釈で意見が分かれた時や、疑問が生じた場合でも、建築協定の内容についての解釈

を各地区の運営委員会で明文化しておくことで、トラブルを避けることができます。 

 

建築協定の中で使われている用語の意味は、特に協定で定めがない限り、建築基準法及び同

法施行令の定めるところとなります。このため、建築協定の解釈は、一般の常識や解釈とは異

なる場合があるので注意が必要です。 

 

また、建築基準法等の法律の中で、地区独自の規定を設ける場合も、解釈について運営委員

会を開催するなど運営委員会の委員のみなさんで話し合い、文書として残しておくことで、そ

の後の円滑な協定地区運営につながります。 

【関連情報：２．(５)建築協定の解釈基準の作成：Ｐ６】 

 

 

(３) 違反が疑われたら… 

 

まずは、資料を集めましょう。 

 

 

協定区域の中で、事前の届出がなく工事が始まった場合、まずは、その工事の計画について

建築主に資料の提出を依頼するなどして、違反の疑いがないか計画内容の確認を行いましょう。 

 建築主からの資料提出によらなくても、建築確認申請が必要な工事であれば、「建築計画概

要書」を閲覧することにより、ある程度の建築計画の内容を把握することができます。建築計

画概要書の閲覧については、京都市建築審査課（電話 075-222-3616）にお問い合わせ

ください。 

 【関連情報：様式集（４）建築計画概要書】 
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(４) 違反があった場合の措置 

 

冷静かつ迅速な対応を心がけましょう。 

 

 

建築協定は法的には、住民が自らの手で良好な住環境を維持・保全するために締結する自主

規制(契約)です。このことから、建築協定に定められた制限内容は、公法上の是正対象となら

ず、運営委員会によって違反是正のための措置をとらなければなりません。このため、建築協

定書に建築協定に違反する行為があった場合の措置が定められています。違反が起こると、各

地区の建築協定書に定める「違反者への措置」等に従って、対応を行うこととなります。 

 

違反者も同じ地区の住居者です。感情的なしこりを残さないよう冷静な対応を心がけ、迅速

な対応で問題が大きくなる前に解決することが求められます。運営委員会は、違反事実の指摘

や工事停止の請求等を素早く行う必要があります。建築計画が進んでしまうと、その分違反に

対しての是正が大変困難になってきます。 

 また、違反事実の指摘や、工事停止の請求等は書面で行うほうが良いでしょう。口頭で行う

と、解釈の違いなどが起こりやすく、問題が長期化することもあります。 

 

●建築協定違反是正の流れ  

 

違反が疑われる行為を発見したら… 

↓ 

違反の有無を調査 

（実地調査及び資料による調査） 

↓ 

運営委員会で対応を協議 

↓ 

違反があれば、建築主に対して是正を勧告・工事の停止を請求 

↓ 

是正に向けて、粘り強く協議しましょう。 

 

 違反があった場合や、違反が疑われるような行為があった場合には、運営委員会で協議して

対応を決定していくことになります。必要があれば、建築協定を担当する京都市建築指導課（電

話 ０７５－２２２－３６２０）に御相談ください。 
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(５)裁判所への提訴 

 是正には、運営委員会の粘り強い対応が求められます。しかしながら、違反の内容が悪質で、

是正の勧告にも全く対応してもらえないなどの場合には、裁判所への提訴を行うこともできま

す。もし、提訴を行う場合、工事途中であれば工事差し止め等の保全処分の申し立てを行い、

すでに工事完成の時であれば、建築物の撤去や損害賠償の請求を提訴することとなります。 

  

建築協定は土地の所有者等による当事者間の自主規制（契約）にあたり、建築協定違反の是

正は民事訴訟の形をとります。こういった場合も想定し、建築主と運営委員会のやり取りの記

録や運営委員会の議事録の作成が必要です。 

 

裁判所への提訴を行うと、運営委員会の仕事量は膨大なものになり、金銭的にも大きな負担

になります。裁判所への提訴は、必ずしもしなくてはならないものではありません。まずは、

是正に向けて粘り強く説得を続けるようにしましょう。話し合いの中で行き詰まったり困った

りしたときは、建築協定を担当する京都市建築指導課（電話 ０７５－２２２－３６２０）に

も御相談ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q．違反があったとき、どのように対応すれば良いでしょうか？ 

 

A． 建 築 協 定 は一 種 の私 法 的 契 約 であるため、協 定 書 に定 められた内 容 に違 反 が

あった場 合 は、公 的 な指 導 や罰 則 の対 象 となりません。建 築 協 定 の違 反 に対 しては、

協 定 書 に基 づき、運 営 委 員 会 で対 処 する必 要 があります。まず、協 定 区 域 内 で建 築

計 画 があると、運 営 委 員 会 は、建 築 主 に建 築 計 画 の提 出 を依 頼 し、計 画 内 容 が協

定 にあったものかどうかを確 認 します。建 築 計 画 が、協 定 内 容 に合 わない場 合 は、こ

の時 点 で、計 画 内 容 の変 更 を建 築 主 に求 めます。運 営 委 員 会 からの変 更 要 求 や再

三 の説 明 、説 得 に関 わらず、協 定 内 容 に合 わない建 築 行 為 が行 われてしまった場 合

には、各 地 区 の建 築 協 定 書 に示 されている違 反 措 置 に沿 って違 反 に対 処 することに

なります。状 況 によっては、裁 判 所 への提 訴 にまで至 る場 合 も考 えられます。こうなっ

た場 合 、運 営 委 員 会 にとって大 きな負 担 となりますので、協 定 違 反 は未 然 に防 止 する

ことが重 要 となります。そのための取 組 みとしては、日 頃 から事 前 協 議 を促 すための啓

発 や竣 工 後 の検 査 を行 うことが考 えられます。 

※建 築 計 画 の承 認 等 は、申 請 者 に対 して必 ず書 面 で通 知 するようにして下 さい、口

頭 ではなく、書 面 を交 付 することにより、認 識 の相 違 等 のトラブルを防 ぐことができま

す。  
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6．建築協定区域隣接地について           

(1) 建築協定区域と建築協定区域隣接地 

 

 

 

建築協定を締結しようとするまとまった地域を「建築協定地区」といいます。建築協定地区

の中には、「建築協定区域」と「建築協定区域隣接地」があります。「建築協定区域」と「建築

協定区域隣接地」の違いは、建築協定の内容に土地所有者等が合意されたか否かで区別される

ため、通称「合意地」「不合意地」と呼ばれることもあります。 

 

 

「建築協定区域隣接地」には、建築協定の効力が及びません。「建築協定地区外の

土地」についても、建築協定の効力は及びませんが、法的な位置づけが異なります。 
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(2) 建築協定の効力が及ばない土地 

建築協定の効力が及ばない土地には、「建築協定区域隣接地」と「建築協定地区外の土地」

があります。 

 

 

建築協定区域隣接地とは、 

簡単な手続きで建築協定に加入できるように、配慮された区域。 

 

 

建築協定とは、建築協定区域の土地所有者等の全員の合意によって締結された契約です。し

たがって、建築協定の内容を変更する際には、再度、全員の合意をとり認可を受ける必要があ

ります。建築協定の効力が及ぶ範囲である「建築協定区域」を定めているのも建築協定である

ため、建築協定の効力が及ばない土地で新たに建築協定に加入したいと希望されても建築協定

の変更の認可が必要となってしまいます。 

 

建築協定の変更の認可については、その準備作業も含めると非常に時間もかかります。この

ような作業を解消し、よりスムーズに建築協定に加入することができるように配慮された区域

が、「建築協定区域隣接地」です。 

 

建築協定締結時に、建築協定地区内の全ての土地が建築協定区域（合意地）となるのが理想的

ですが、土地の所有者等からの合意が得られなかった場合、将来的に建築協定区域の一部となる

ことが望ましい土地として、あらかじめ「建築協定区域隣接地」に指定することができます。建

築協定区域隣接地の指定にあたり、建築協定隣接地の土地所有者等の同意は必要ありません。な

お、建築協定区域隣接地は建築協定書に定める必要があります。 

 

 

 

建築基準法では、建築協定区域隣接地は、 

「建築協定区域に隣接した土地であって、建築協定区域の一部とすることにより

建築物の利用の増進及び土地の環境の改善に資するものとして建築協定区域の土地

の所有者等が希望するもの」 と定義されています。 
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(３) 建築協定区域隣接地への対応 

 

建築協定書で建築協定区域に指定されている土地以外には、建築協定の効力は及びません。建

築協定区域以外の敷地や建築が建築協定の基準に合わない場合、建築協定地区における建築協定

の効果が損なわれてしまい、周辺の協定者にとって建築協定のメリットがなくなってしまうこと

も少なくありません。そこで、建築協定区域隣接地の建築計画に対しては、建築協定の趣旨に添

った建築となるよう建築主に協力を要請するようにしましょう。 

 

建築協定区域隣接地において、土地所有者の変更や工事の計画が判明した際には、建築協定へ

の加入を働きかけましょう。 

 

 

建築協定区域隣接地への対応の難しさは、どこの地区でも聞かれる悩みです。建築

協定を「建築制限」という側面だけでとらえているため、運営委員から加入を勧めて

もなかなかうまくいかないという事例も多くあるかと思います。 

建築協定区域隣接地のみなさんに、建築協定が「積極的なまちづくり活動」と認識

してもらえるように、建築協定区域隣接地の住民のみなさんにも広報紙を配布するな

どし、普段から協定区域外の住民にも建築協定を理解してもらう為の活動が大切です。 

 

  

また、自らのまちをどのようにしていきたいのかというビジョンを、建築協定区域隣接地のみ

なさんを巻き込んで共有するのも効果的です。まちのビジョンを形にしたものが、建築協定書の

内容です。建築協定区域隣接地のみなさんに対して建築協定書の複写を配られている地区もある

かもしれませんが、是非、建築協定地区のみなさん全員で「まちのビジョンの共有」に取り組ん

でいただければと思います。 

 

 もし、建築協定区域隣接地で計画されている建築物が協定の制限からかけ離れたものであるこ

とが分かった場合には、協定の制限をそのまま守ってもらうことはできなくても、建築協定地区

全体の住環境の維持保全を図るという観点から、建築協定区域隣接地の建築主に対して配慮を促

すように話合いをする事も大切です。 
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(４) 建築協定区域隣接地の建築協定加入 

① 建築協定認可後の加入の手続き                           

建築協定の認可を受けた後に、建築協定区域隣接地の区域に指定されている土地の所有者等

が、建築協定に加わる場合は、次の書類の提出が必要となります。 

●建築協定加入届 

「建築協定加入届」には様式が定められています。 

 ●新たに加入する土地の位置を明示した図書 

  どの土地が建築協定区域に加わるかが分かる図面（区画図）を作成してください。 

 

② 建築協定に加入できる方                                                  

●土地の所有者 

●建築物の所有を目的とする地上権者又は土地の賃借権者（地上権又は土地の賃借権を有し

ていない建築物の所有者は該当しません） 

●建築物の借主（建築協定に定めている内容が建築物の借主の権利に及ぶ場合に限ります） 

 

③ 建築協定加入届の記入方法                               

 この書類は、認可後に建築協定区域隣接地の土地の所有者等が建築協定に加わろうとする場合

に、加入する意思表示をするものです。 

※ 共有物件の場合、所有権割合の過半（半分では不足）の方の合意があれば足ります。 

 

 建築協定加入届は様式が定められています。様式集に記入例も掲載しておりますので参考に

してください。 

【関連情報：様式集（１）建築協定加入届】 

 記入事項 注意事項 

記 入 欄 －

1 

加 入 者 の 

住所・氏名 

・住所・電話番号を記入し、自署にて記名してください。自署以外の場合

は、実印を押印のうえ印鑑登録証明書を添付してください。 

・共有物件等で加入される方が複数の場合は、列記するか又は複数の加入

届に分けて記入してください。 

記 入 欄 －

2 

建 築 協 定 

の 名 称 等 

・加入される建築協定の名称を記入してください。 

・その他の部分を記入される場合は京都市建築指導課に御相談ください。 

記 入 欄 －

3 

地 名 地 番 

・ 地 積 等 

・加入される区画の登記上の地名地番･地目･地積、有している権利の種類

を記入してください。1 区画が複数の土地（筆）からなる場合は、列記

するか又は複数の加入届に分けて記入してください。 

・権利の種類については、共有物件の場合は、空いているところに持分を

記入してください。 
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7．建築協定の更新・変更              

(1) 建築協定の更新 

 

余裕を持ったスケジュール管理が大切です。 

 

 

 建築協定には、有効期間が定められています。建築協定の更新手続きを行わなければ、建築

協定の有効期間の満了をもって建築協定が失効してしまいます。建築協定の有効期間が近付い

てきたら、早めに更新の準備を始めましょう。 

 更新の準備には、合意書の配布や取りまとめだけではなく、事前アンケートの実施などがあ

り、地区の規模によっては準備だけで 1 年近くかかることもあります。また，認可申請を行っ

てから認可されるまでの手続きにも、相当の期間が必要です。建築協定の更新に際しては、事

前にスケジュールを検討し、余裕を持って更新手続きができるよう、スケジュール管理をお願

いします。 

 

※更新に係る手続きの詳細については、京都市建築協定連絡協議会監修の｢建築協定締結・更

新マニュアル｣を御覧ください。京都市建築協定連絡協議会のホームページや、京都市建築

指導課のホームページからダウンロードができますので、是非、御活用ください。 

⇒【関連情報：８．（1）ホームページの活用：Ｐ２６】 

 

 

(2) 建築協定の変更 

 

建築協定の変更には、全員の合意が必要です。 
 

 

建築協定は、建築協定区域の土地所有者等の全員の合意によって成り立っています。したが

って、建築協定の内容を変更する場合にも、全員の合意が必要であると建築基準法により定め

られています。また、建築協定の内容のうち、建築基準法に定められた内容を変更する際には、

建築協定の締結時と同じように、全員の合意のうえ、再度、建築協定の認可を受けなくてはな

りません。 

 

建築協定の運営にあたり、地区ごとに定めた「運営細則」や「解釈の基準」などのルールに

ついては、法に定められた全員合意や手続きは必要ありませんが、運営委員会や総会を開催す

るなどして、地区のみなさんが納得する形での合意形成を図りましょう。 
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Q． 建築協定書中の運営委員会に関する事項を変更する場合には、変更の手続きをしなけれ

ばいけないのでしょうか？ 

 

A． 建 築 協 定 の変 更 については、建 築 基 準 法 で「 建 築 協 定 に係 る建 築 協 定 区 域 、建

築 物 に関 する基 準 、有 効 期 間 、協 定 違 反 があった場 合 の措 置 又 は建 築 協 定 区 域 隣

接 地 を変 更 しようとする場 合 においては、その旨 を定 め、これを特 定 行 政 庁 （ 京 都 市

長 ） に申 請 してその認 可 を受 けなければならない」 と規 定 されています。したがって、運

営 委 員 会 に関 する事 項 の変 更 については、認 可 が必 要 な事 項 ではありませんので、

京 都 市 に対 して変 更 の手 続 をする必 要 はありません。なお、建 築 協 定 の運 営 に関 す

る重 要 な事 項 の変 更 については、合 意 者 の皆 さんの合 意 を得 ておくことが大 切 です。  

 

 

Q．近々、協定の更新時期をむかえます。多くの住民が協定の継続を望んでいるので、 

このまま協定を継続したいのですが、簡単な手続きで有効期間の延長だけできないでしょうか？  

 

A． 建 築 協 定 は無 期 限 ではなく、協 定 書 に定 めた有 効 期 間 に限 り効 力 があります。

建 築 協 定 を更 新 し、有 効 期 間 満 了 後 も引 き続 き建 築 協 定 を続 けるためには、改 めて

合 意 を取 り直 すなど当 初 の締 結 時 と同 様 の手 続 が必 要 となります。また、有 効 期 間だ

けを変 更 （ 延 長 ） する場 合 にも、当 初 の締 結 時 と同 様 の手 続 が必 要 となります。 有

効 期 間 を終 えるまでには、地 域 のあり方 や社 会 情 勢 などが変 化 していることと思 いま

す。更 新 は、それらの変 化 に応 じて協 定 内 容 を見 直 す機 会 ともなります。まちづくりの

目 的 や目 標 、地 域 の実 情 、そして協 定 の制 限 内 容 に応 じて適 切 な有 効 期 間 を設 定

することが大 切 です。  

 

 

Q．協定に基づく自動更新の手続きはどのようにすればいいでしょうか？  

 

A． 自 動 更 新 とは、有 効 期 間 を協 定 書 に定 める際 に、あらかじめ条 件 を設 けておき、

その条 件 を満 たせば、有 効 期 間 満 了 時 に改 めて認 可 申 請 （ 更 新 手 続 ） をすることな

く、自 動 的 に有 効 期 間 が延 長 されるというものです。条 件 については各 地 区 の建 築 協

定 書 に定 められており、自 動 更 新 を採 用 している多 くの地 区 で、「 有 効 期 間 の満 了 ○

ヶ月 前 までに、延 長 をしない旨 の申 立 てがない限 り、更 に○年 間 延 長 する」 と定 められ

ています。自 動 更 新 規 定 を設 けた場 合 は、延 長 をしない旨 の申 立 てを行 う期 限 前 に、

アンケート等 で地 域 の皆 さんの意 見 を伺 う機 会 を設 けるように心 がけましょう。なお、自

動 更 新 にあたって、京 都 市 に対 して手 続 をする必 要 はありません。  
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8．京都市建築協定連絡協議会の活用              

 京都市建築協定連絡協議会とは、京都市内の建築協定地区の運営委員会が集まり、相互に連

絡を取り合い、情報交換、制度の普及啓発を行うことにより、協定制度の有効な活用を図るこ

とを目的として設立された会です。 

 

 京都市での建築協定地区運営には、京都市建築協定連絡協議会との連携が大変有効です。各

地区の中で起こった問題や課題などを共有し、みなさんで解決を図りましょう。 

 

  

■運営委員会と京都市建築協定連絡協議会の関係                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) ホームページの活用 

 京都市建築協定連絡協議会では、平成 2３年１１月１日にホームページを開設しました。京

都市建築協定連絡協議会の活動の報告や各種お知らせを、ホームページで見ていただけるよう

にしています。また、この運営マニュアル（運営編）などの、建築協定に役立つマニュアルや

各種資料のダウンロードをすることができます。是非、御活用ください。 
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この地区は○○○建築協定区域です。 

この地区で建築工事等

をする場合には事前に

運営委員会への相談が

必要です。 

○○○建築協定運営委員会 

区域図 

京都市建築協定連絡協議会 

「京都市建築協定連絡協議会ホームページ」 

https://kyotokeikan.org/kenchikukyoutei_HP/ 

 

 

 

(２) 建築協定地区表示看板設置等に係る補助金の交付 

 

建築協定地区表示看板を、新しく設置または 

補修する場合に、補助金の交付が受けられます。 

 

 建築協定地区表示看板とは、その地区が建築協定地区

であることを、広く地区内外の方々にお知らせし、建築

工事等の際の事前相談を促す目的で地区内に設置され

る看板です。 

 

 

 

 

 「建築協定によるまちづくり」を普及・啓発する目的で、京都市建築協定連絡協議会では、

平成２４年１２月から、各地区で設置されている建築協定地区を表示する看板の新規設置や補

修の工事を行う運営委員会に対して、補助金を交付できることとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆事前に、工事の予定と見積額を京都市建築協定連絡協議会事務局にお知らせください。（事

前申込み） 

 事前申込みをせずに補助金の交付申請をしていただいても、予算の都合上、補助金をお渡し

できないこともありますので、御注意ください。 

 詳しくは、京都市建築協定連絡協議会事務局までお問い合わせください。 

 

イメージ図→ 

交付申請の流れ 

 

1 事前申込み 

２ 工事 

３ 施工業者への支払 

４ 補助金の交付申請 

交付が受けられる補助金の額 

 

 

新規設置 ５万円を上限として、実費 

 補修  ２万円を上限として、実費 
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(３) 建築協定更新時補助金の交付 

 

 建築協定の更新には、たくさんの印刷物が必要になるなど、金銭的にも地区の負担が大きく

なります。そのことから、建築協定更新にあたり、連絡協議会から補助金を交付しています。

交付にあたっては申請書の提出が必要です。建築協定更新の手続きを始める際に交付を希望さ

れる場合は、事務局にお問い合わせください。申請書をお渡しします。 

また、建築協定の更新後に交付を希望される場合は、認可後に申請書を事務局から各運営委

員にお渡しします。 

  

 ●交付額  建築協定更新前の合意区画数において、１区画あたり400円。 

 ●交付時期 建築協定更新の手続きを始める時期 又は 建築協定を更新・認可された時期 

 

 

(４) 勉強会や研修会の開催 

 

京都市建築協定連絡協議会はみなさんの交流の場です。 

積極的に参加して、ネットワークを広げましょう。 

 

  

京都市建築協定連絡協議会では、建築協定運営のための新たな情報収集や他の建築協定地区

との交流の場として、研修会や勉強会などを定期的に開催しております。 

 

【勉強会や研修会等の開催例】 

●総会（６月頃） 

 京都市建築協定連絡協議会の一年間の運営に関わる議事のほか、各地区の運営に役立つよ

うな研修会や意見交換会等の企画も合わせて行っています。 

●他都市研修会（10 月下旬頃） 

 他都市の興味深いまちづくりを展開されている地区(建築協定地区以外も含む)へ赴き、現

地を見学するとともに、地区の運営に携わる方々との交流を行います。 

●新春の集い（冬の勉強会）（1 月下旬頃） 

 まちづくりに関する旬な話題や、みなさんからいただいた意見等を基に、各地区の運営委

員のみなさんのニーズに沿った企画（講演会やグループディスカッション等）を行っていま

す。 

●小規模交流会（年間複数回開催） 

 物理的に近い地域、同じ課題を抱える地域など、様々な接点を持つ地域が集まって、勉強

会やグループディスカッション等を行います。 
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研修会や勉強会の開催時期や内容は年度によって異なります。詳しくは京都市建築協定連

絡協議会事務局までお問い合わせください。 

  

 

(５) 建築協定アドバイザー派遣制度の活用 

 

 建築協定アドバイザー派遣制度とは、様々な建築協定地区の事例を知る京都市建築協定連絡

協議会役員が担う「建築協定アドバイザー」が皆さまの地域に直接伺い、建築協定の活用や運

営方法などを住民目線でアドバイスさせていただく制度です。 

  

●このようなお悩みをお持ちの方は、お気軽にご相談ください 

 ・ 専門的な知識がなく、対応に困っている。 

 ・ 住民の方に、なかなか運営に協力してもらえない。 

 ・ 更新にあたって、おさえておきたいポイントは？ 

 ・ 他の地域での運用事例が聞きたい。 

 ・ 住民ひとりひとりに、建築協定への理解を深めたい。         など 

     

 詳しくは京都市建築協定連絡協議会事務局までお問い合わせください。 
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(６) 広報誌（建築協定だより）の発行 

 

 京都市建築協定連絡協議会では、年に２回、「建築協定だより」を発行しています。日々の

京都市建築協定連絡協議会の活動の様子や市内の建築協定地区の動向など、建築協定の運営に

役立つ情報を発信しています 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式集 
 

 

   （１）建築協定加入届 

      ・建築協定加入届 

      ・記入例 

   （２）建築協定承認申請書 

      ・建築協定承認申請書（京都市一般様式） 

      ・記入例 

   （３）土地所有者等変更届の例 

   （４）建築計画概要書 

 



 
 
 
 
第９号様式の３（京都市建築基準法施行細則第１３条の３関係） 

 建 築 協 定 加 入 届 

（宛先） 京  都  市  長 年   月   日 
届出者の住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 届出者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者名） 

 
  

電話    （   ） 

 

京都市     区                     建築協定に加入したいので、  

建築基準法第７５条の２ 
☐第１項 
☐第２項 

の規定により届け出ます。 

建築協定の認可年月日及

び認可番号 
年   月   日     第      号 

届

出

に

係

る

土

地 

地 名 地 番  

地 目  

地 積                     平方メートル 

権 利 の 種 類 

□ 土地の所有権  
□ 建築物の所有を目的とする地上権 
□ 建築物の所有を目的とする賃借権 
□ 建築基準法第７７条に規定する建築物の借主の権限 

注 該当する☐には、レ印を記入してください。 



 
 
 
 
第９号様式の３（京都市建築基準法施行細則第１３条の３関係） 

 
建 築 協 定 加 入 届 

（宛先） 京  都  市  長 年   月   日 
届出者の住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地） 

京都市○○区○○町１番地 

届出者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者名） 

 京都 一郎 

電話 ０７５（○○○）○○○○ 
 

京都市   ○○  区  ○○○○地区        建築協定に加入したいので、  

建築基準法第７５条の２ 
☐第１項 
☑第２項 

の規定により届け出ます。 

建築協定の認可年月日及

び認可番号 令和元 年 ２ 月 ３ 日  第 ４ 号 

届

出

に

係

る

土

地 

地 名 地 番  京都市○○区○○町１番地、２番地 

地 目 １番地 宅地 、 ２番地 宅地 

地 積 １番地 111.11 ㎡ 、 ２番地 22.22 ㎡ 

権 利 の 種 類 

☑ 土地の所有権  1 番地 京都一郎１/２ 京都花子 1/2  、 2 番地 京都一郎 全部 

□ 建築物の所有を目的とする地上権 
□ 建築物の所有を目的とする賃借権 
□ 建築基準法第 77 条に規定する建築物の借主の権限 

注 該当する☐には、レ印を記入してください。 

記 入 例 

記
入
欄‐

１ 

記
入
欄‐

２ 

記
入
欄‐

３ 

共有物件の場合は、空い

ているところに持分を記

入してください。 

加入される方が有している権利について記入してください。 

なお、建築協定に加入（合意）できるのは次のいずれかに該当す

る方です。 

⑴土地の所有者 

⑵建築物の所有を目的とする地上権者又は賃借権者 

※注意：地上権又は賃借権を有していない建築物の所有者は

該当しません。 

⑶建築物の借主（建築物に関する基準が建築物の借主の権限に

係る場合に限ります。） 

加入される区画について記入して

ください。 

区画が複数の土地（筆）からなる場

合は、列記又は複数の加入届に分け

て記入してください。 

加入される方の住所・電話番号を記入

のうえ、署名・押印してください。 

自署以外の場合は、実印を押印のうえ

印鑑登録証明書を添付してください。 

複数おられる場合は列記又は複数の

加入届に分けて記入してください。 



（京都市一般様式） 

  年  月  日   

建築協定承認申請書 

 

（宛先）           地区建築協定運営委員会 

  

建築主 住所 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者名） 

             （電話   －   ） 

代理者 住所 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者名） 

             （電話   —   ） 

※ 建築計画概要書とは、建築基準法施行規則第 1 条の 3 に規定する概要書をいいます。 

※ 建築計画概要書のほかに提出書類が定められている場合がありますので、各地区に御確認ください。 

※ この承認申請書の写しを建築確認申請書の副本に添付してください。 

 

 

  

 

    年  月  日付提出の建築計画概要書及び上記記載の計画について、    区 

         地区建築協定の規定に適合していますので、承認します。 

   年  月  日 

 

    区         地区建築協定運営委員会   

 

１ 建築場所又は築造場所  京都市    区                     

 

２ 建築若しくは工作物又はその部分の概要 

 ⑴ 建築計画概要書※に記載されている項目 

   別添の建築計画概要書を参照 

⑵ 建築計画概要書に記載されている以外の項目（当該建築協定に該当する項目のみ、下記 

に数値等を記入してください。） 

   ・地盤面の高さ   …（     ）㎝ 

   ・軒の高さ     …（     ）ｍ 

   ・軒又は庇の出   …（軒    ）㎝、（庇    ）㎝ 

   ・屋根の勾配    …（  ／  ） 

   ・屋根及び外壁の材料…（外壁          ）、（屋根          ） 

   ・屋根及び外壁の色彩…（外壁          ）、（屋根          ） 

   ・その他（    ）…（                          ） 

   ・その他（    ）…（                          ） 

   ・その他（    ）…（                          ） 

   ・その他（    ）…（                          ） 

   ・その他（    ）…（                          ） 

（以下、運営委員会記入部分） 



（京都市一般様式） 

令和○○年○○月○○日   

建築協定承認申請書 

 

（宛先）  ○○○○○    地区建築協定運営委員会 

  

建築主 住所 京都市○○区○○町○○番地 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者名） 京都 一郎 
             （電話☐☐☐－☐☐☐☐） 

代理者 住所 京都市△△区△△町△△番地 

氏名（法人にあっては、名称及び代表者名） □□建築設計事務所 協定 太郎 

             （電話○○○—○○○○） 

※ 建築計画概要書とは、建築基準法施行規則第 1 条の 3 に規定する概要書をいいます。 

※ 建築計画概要書のほかに提出書類が定められている場合がありますので、各地区に御確認ください。 

※ この承認申請書の写しを建築確認申請書の副本に添付してください。 

 

 

  

 

令和○○年○○月○○日付提出の建築計画概要書及び上記記載の計画について、 ○○ 区 

  ○○○○○  地区建築協定の規定に適合していますので、承認します。 

 令和○○年○○月△△日 

 

 ○○ 区  ○○○○○  地区建築協定運営委員会  

 

１ 建築場所又は築造場所  京都市 ○○ 区 ○○町○○番地              

 

２ 建築若しくは工作物又はその部分の概要 

 ⑴ 建築計画概要書※に記載されている項目 

   別添の建築計画概要書を参照 

⑵ 建築計画概要書に記載されている以外の項目（当該建築協定に該当する項目のみ、下記 

に数値等を記入してください。） 

   ・地盤面の高さ   …（     ）㎝ 

   ・軒の高さ     …（ ６．５  ）ｍ 

   ・軒又は庇の出   …（軒 60 ）㎝、（庇 45 ）㎝ 

   ・屋根の勾配    …（ ４．5／１０ ） 

   ・屋根及び外壁の材料…（外壁   サイディング  ）、（屋根  無石綿スレート   ） 

   ・屋根及び外壁の色彩…（外壁 薄灰色（つや消し） ）、（屋根  濃茶（つや消し）  ） 

   ・その他（ 植栽 ）…（  40 ㎡ 敷地面積の約 22 . 7％           ） 

   ・その他（    ）…（                          ） 

   ・その他（    ）…（                          ） 

   ・その他（    ）…（                          ） 

   ・その他（    ）…（                          ） 

（以下、運営委員会記入部分） 

記 入 例 

提出された、図面・書類が協定に適合していた場合 
承認の意思を示し、申請書を建築主に渡します。 

建築協定の制限内容に

よって記入項目は、異な

ります。 

○○○○○ 
建築協定 
運営委員会 



 

土地所有者等変更届 

 
      年  月  日 

            建築協定地区 

 

運営委員会委員長         様 

住所                 

                   

氏名                 

 

 次の通り、   年  月  日に土地の所有者等が変更になりましたので、届け出ます。 

 

記 

 

・変更事項：土地の所有者・土地の借地権者・その他（        ） 

（どちらかを○で囲んでください） 

 

新規 
氏名  電話  

住所  

従前 
氏名  電話  

住所  

 

 

・土地の表示 

 地名地番：京都市      区                          

 

※「土地の所有者等」とは、建築協定区域内の土地の所有者及び、建築物の所有を目的と 

 する地上権または賃借権を有する者です。 

※土地所有者が複数いる場合は全員の届け出が必要となります。 

 

 土地所有者等変更届の提出の有無や様式の形式は、各協定地区によって異なりますので、運営委

員会に問い合わせください。 

 

 



第三号様式（第一条の三、第三条、第三条の三、第三条の四、第三条の七、第三条の十、第

六条の三、第十一条の四関係）（Ａ４） 

建築計画概要書（第一面） 

   建築主等の概要 

【1.建築主】 
   【イ.氏名のフリガナ】 
   【ロ.氏名】 
   【ハ.郵便番号】 
   【ニ.住所】 
   

【2.代理者】 
   【イ.資格】     （   ）建築士   （      ）登録第     号 
   【ロ.氏名】 
   【ハ.建築士事務所名】（   ）建築士事務所（    ）知事登録第     号 
 
   【ニ.郵便番号】 
   【ホ.所在地】 
   【ヘ.電話番号】 

【3.設計者】 
 （代表となる設計者） 
 【イ.資格】     （   ）建築士   （      ）登録第     号 

   【ロ.氏名】 
   【ハ.建築士事務所名】（   ）建築士事務所（    ）知事登録第     号 
 
   【ニ.郵便番号】 
   【ホ.所在地】 
   【ヘ.電話番号】 
   【ト.作成又は確認した設計図書】 
 
 （その他の設計者） 
 【イ.資格】     （   ）建築士   （      ）登録第     号 

   【ロ.氏名】 
   【ハ.建築士事務所名】（   ）建築士事務所（    ）知事登録第     号 
 
   【ニ.郵便番号】 
   【ホ.所在地】 
   【ヘ.電話番号】 
   【ト.作成又は確認した設計図書】 

 
 【イ.資格】     （   ）建築士   （      ）登録第     号 

   【ロ.氏名】 
   【ハ.建築士事務所名】（   ）建築士事務所（    ）知事登録第     号 
 
   【ニ.郵便番号】 
   【ホ.所在地】 
   【ヘ.電話番号】 
   【ト.作成又は確認した設計図書】 

 【イ.資格】     （   ）建築士   （      ）登録第     号 
   【ロ.氏名】 
   【ハ.建築士事務所名】（   ）建築士事務所（    ）知事登録第     号 
 
   【ニ.郵便番号】 
   【ホ.所在地】 
   【ヘ.電話番号】 
   【ト.作成又は確認した設計図書】 



（構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士である旨の表示をした者） 
上記の設計者のうち、 

□建築士法第20条の２第１項の表示をした者 
 【イ.氏名】 

   【ロ.資格】構造設計一級建築士交付第          号 
□建築士法第20条の２第３項の表示をした者 
 【イ.氏名】 

   【ロ.資格】構造設計一級建築士交付第          号 
□建築士法第20条の３第１項の表示をした者 
 【イ.氏名】 

   【ロ.資格】設備設計一級建築士交付第          号 
 【イ.氏名】 

   【ロ.資格】設備設計一級建築士交付第          号 
 【イ.氏名】 

   【ロ.資格】設備設計一級建築士交付第          号 
□建築士法第20条の３第３項の表示をした者 
 【イ.氏名】 

   【ロ.資格】設備設計一級建築士交付第          号 
 【イ.氏名】 

   【ロ.資格】設備設計一級建築士交付第          号 
 【イ.氏名】 

   【ロ.資格】設備設計一級建築士交付第          号 
 

【4.建築設備の設計に関し意見を聴いた者】 

 （代表となる建築設備の設計に関し意見を聴いた者） 

 【イ.氏名】 

   【ロ.勤務先】 

   【ハ.郵便番号】 

   【ニ.所在地】 

   【ホ.電話番号】 

   【ヘ.登録番号】 

   【ト.意見を聴いた設計図書】 

 （その他の建築設備の設計に関し意見を聴いた者） 

 【イ.氏名】 

   【ロ.勤務先】 

   【ハ.郵便番号】 

   【ニ.所在地】 

   【ホ.電話番号】 

   【ヘ.登録番号】 

   【ト.意見を聴いた設計図書】 

 【イ.氏名】 

   【ロ.勤務先】 

   【ハ.郵便番号】 

   【ニ.所在地】 

   【ホ.電話番号】 

   【ヘ.登録番号】 

   【ト.意見を聴いた設計図書】 

 【イ.氏名】 

   【ロ.勤務先】 

   【ハ.郵便番号】 

   【ニ.所在地】 

   【ホ.電話番号】 

   【ヘ.登録番号】 



   【ト.意見を聴いた設計図書】 

【5.工事監理者】 
 （代表となる工事監理者） 

   【イ.資格】     （   ）建築士   （      ）登録第     号 

   【ロ.氏名】 

   【ハ.建築士事務所名】（   ）建築士事務所（    ）知事登録第     号 

 

   【ニ.郵便番号】 

   【ホ.所在地】 

   【ヘ.電話番号】 

   【ト.工事と照合する設計図書】 

 （その他の工事監理者） 

   【イ.資格】     （   ）建築士   （      ）登録第     号 

   【ロ.氏名】 

   【ハ.建築士事務所名】（   ）建築士事務所（    ）知事登録第     号 

 

   【ニ.郵便番号】 

   【ホ.所在地】 

   【ヘ.電話番号】 

   【ト.工事と照合する設計図書】 

   【イ.資格】     （   ）建築士   （      ）登録第     号 

   【ロ.氏名】 

   【ハ.建築士事務所名】（   ）建築士事務所（    ）知事登録第     号 

 

   【ニ.郵便番号】 

   【ホ.所在地】 

   【ヘ.電話番号】 

   【ト.工事と照合する設計図書】 

 

 【イ.資格】     （   ）建築士   （      ）登録第     号 

   【ロ.氏名】 

   【ハ.建築士事務所名】（   ）建築士事務所（    ）知事登録第     号 

 

   【ニ.郵便番号】 

   【ホ.所在地】 

   【ヘ.電話番号】 

   【ト.工事と照合する設計図書】 

 

【6.工事施工者】 

   【イ.氏名】 

   【ロ.営業所名】 建設業の許可(      )第     号 

 

   【ハ.郵便番号】 

   【ニ.所在地】 

   【ホ.電話番号】 

【7.備考】 

 

 



建築計画概要書（第二面） 

   建築物及びその敷地に関する事項 

【1.地名地番】 

【2.住居表示】 

【3.都市計画区域及び準都市計画区域の内外の別等】 

          □都市計画区域内（□市街化区域  □市街化調整区域  □区域区分非設定） 

          □準都市計画区域内      □都市計画区域及び準都市計画区域外 

【4.防火地域】      □防火地域      □準防火地域      □指定なし 

【5.その他の区域、地域、地区又は街区】 

【6.道路】 

   【イ.幅員】 

   【ロ.敷地と接している部分の長さ】 

【7.敷地面積】 

   【イ.敷地面積】    (1)(            )(            )(            )(            ) 

                      (2)(            )(            )(            )(            ) 

   【ロ.用途地域等】     (            )(            )(            )(            ) 

   【ハ.建築基準法第52条第１項及び第２項の規定による建築物の容積率】 

                         (            )(            )(            )(            ) 

   【ニ.建築基準法第53条第１項の規定による建築物の建蔽率】 

                         (            )(            )(            )(            ) 

   【ホ.敷地面積の合計】    (1) 

                            (2) 

   【ヘ.敷地に建築可能な延べ面積を敷地面積で除した数値】 

   【ト.敷地に建築可能な建築面積を敷地面積で除した数値】 

   【チ.備考】 

【8.主要用途】 (区分        ) 

【9.工事種別】 

     □新築  □増築  □改築  □移転  □用途変更  □大規模の修繕  □大規模の模様替 

【10.建築面積】             (申請部分        )(申請以外の部分 )(合計           ) 

   【イ.建築面積】          (                )(               )(               ) 

   【ロ.建蔽率】 

【11.延べ面積】             (申請部分        )(申請以外の部分 )(合計           ) 

   【イ.建築物全体】        (                )(               )(               ) 

   【ロ.地階の住宅又は老人ホーム等の部分】 

  (                )(               )(               ) 

   【ハ.エレベーターの昇降路の部分】 

                            (                )(               )(               ) 

   【ニ. 共同住宅又は老人ホーム等の共用の廊下等の部分】 

                            (                )(               )(               ) 

   【ホ.自動車車庫等の部分】(                )(               )(               ) 

   【ヘ.備蓄倉庫の部分】    (                )(               )(               ) 

   【ト.蓄電池の設置部分】  (                )(               )(               ) 

   【チ.自家発電設備の設置部分】 

                            (                )(               )(               ) 

   【リ.貯水槽の設置部分】  (                )(               )(               ) 

   【ﾇ.宅配ボックスの設置部分】 

               (                )(               )(               ) 

 

 

【ﾙ.住宅の部分】        (                )(               )(               ) 



【ｦ.老人ホーム等の部分】 

                          (                )(               )(               ) 

  【ﾜ.延べ面積】          

  【ｶ.容積率】          

【12.建築物の数】   

【イ.申請に係る建築物の数】 

   【ロ.同一敷地内の他の建築物の数】 

【13.建築物の高さ等】       (申請に係る建築物)(他の建築物    ) 

   【イ.最高の高さ】        (               )(               ) 

   【ロ.階数】         地上 (               )(               ) 

                       地下 (               )(               ) 

   【ハ.構造】                        造      一部                  造 

   【ニ.建築基準法第56条第７項の規定による特例の適用の有無】    □有  □無 

   【ホ.適用があるときは、特例の区分】 

       □道路高さ制限不適用    □隣地高さ制限不適用    □北側高さ制限不適用 

【14.許可・認定等】 

 

 

【15.工事着手予定年月日】        年    月    日 

【16.工事完了予定年月日】        年    月    日 

【17.特定工程工事終了予定年月日】                   （特定工程） 

    （第    回）        年    月    日  （                                  ） 

    （第    回）        年    月    日  （                                  ） 

    （第    回）        年    月    日  （                                  ） 

【18. 建築基準法第12条第１項の規定による調査の要否】 

 □要  □否 

【19.建築基準法第12条第3項の規定による検査を要する防火設備の有無】 

 □有  □無 

【20.その他必要な事項】 

 

 

 



建築計画概要書（第三面） 

 

 付近見取図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注意） 

１．第一面及び第二面関係 

① これらは第二号様式の第二面及び第三面の写しに代えることができます。この場合に

は、最上段に「建築計画概要書（第一面）」及び「建築計画概要書（第二面）」と明示

してください。 

② 第一面の５欄及び６欄は、それぞれ工事監理者又は工事施工者が未定のときは、後で

定まつてから工事着手前に届け出てください。この場合には、特定行政庁が届出のあつ

た旨を明示した上で記入します。 

２．第三面関係 

① 付近見取図には、方位、道路及び目標となる地物を明示してください。 

② 配置図には、縮尺、方位、敷地境界線、敷地内における建築物の位置、申請に係る建

築物と他の建築物との別並びに敷地の接する道路の位置及び幅員を明示してください。 
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